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厚
生
労
働
省
は
八
月
三
〇
日
、「
平
成
二
五

年
版
労
働
経
済
の
分
析
」（
労
働
経
済
白
書
）

を
発
表
し
た
。
白
書
は
そ
の
第
一
章
で
、
二

〇
一
二
年
を
中
心
に
労
働
経
済
の
推
移
と
特

徴
を
分
析
。
ま
た
、
第
二
章
と
第
三
章
で
は
、

経
済
成
長
の
鈍
化
、
経
済
活
動
の
グ
ロ
ー
バ

ル
化
や
人
口
減
少
・
高
齢
化
な
ど
の
構
造
変

化
が
進
行
す
る
な
か
、
日
本
経
済
が
今
後
、

持
続
的
に
成
長
し
、
そ
れ
を
雇
用
・
所
得
の

拡
大
に
つ
な
げ
る
た
め
、
企
業
や
労
働
者
は

ど
う
対
応
す
べ
き
か
と
い
っ
た
観
点
か
ら
分

析
を
行
っ
て
い
る
。
以
下
、
第
二
章
と
第
三

章
の
概
要
を
紹
介
す
る
。

戦
略
分
野
等
へ
の 

「
失
業
な
き
労
働
移
動
」
を

　

白
書
の
第
二
章
で
は
、
日
本
経
済
の
持
続

的
な
成
長
に
向
け
、
中
長
期
的
な
就
業
構
造

の
変
化
や
雇
用
創
出
等
に
つ
い
て
整
理
す
る

と
と
も
に
、
新
た
な
成
長
が
期
待
で
き
る
産

業
分
野
や
製
造
業
の
役
割
と
課
題
を
分
析
し

て
い
る
。

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
日
本
で
は
サ
ー
ビ
ス
経

済
化
が
進
む
な
か
、
第
一
次
・
第
二
次
産
業

の
就
業
者
割
合
も
傾
向
的
に
縮
小
し
、「
就
業

構
造
の
サ
ー
ビ
ス
化
」
が
進
ん
で
き
た
（
図

１
）。
近
年
、
就
業
者
数
が
増
え
た
産
業
は

社
会
保
険
・
社
会
福
祉
・
介
護
事
業
、
減
っ

た
産
業
は
建
設
業
、
製
造
業
、
卸
売
業
等
で

あ
る
。
公
的
資
本
形
成
の
減
少
は
、
北
海
道
、

東
北
、
四
国
と
い
っ
た
地
域
ブ
ロ
ッ
ク
に
お

け
る
就
業
者
の
減
少
に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ

し
た
。
ま
た
、
二
〇
〇
〇
年
ま
で
は
廃
業
率

を
上
回
っ
て
い
た
開
業
率
も
近
年
は
接
近
し

て
い
る
と
い
う
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
白
書
は
「
政
府
全
体
と

し
て
経
済
成
長
に
向
け
た
取
組
を
行
い
、
新

事
業
の
創
出
に
よ
り
開
業
率
を
高
め
、
雇
用

の
創
出
に
結
び
つ
け
る
必
要
が
あ
る
」
な
ど

と
指
摘
。
ま
た
、
高
所
得
部
門
（
金
融
、
保

険
業
等
）
の
雇
用
拡
大
力
が
弱
く
、
所
得
が

相
対
的
に
高
く
な
い
部
門
（
福
祉
等
）
の
雇

用
拡
大
力
が
強
い
こ
と
が
所
得
水
準
低
下
の

一
因
で
あ
る
と
し
て
、「
日
本
再
興
戦
略
」
で

位
置
づ
け
ら
れ
る
戦
略
分
野
と
い
っ
た
産
業

に
注
目
し
、「
労
働
生
産
性
の
上
昇
は
賃
金
上

昇
に
つ
な
が
る
た
め
、
設
備
投
資
の
増
加
と

と
も
に
、
付
加
価
値
の
高
い
産
業
を
創
出
し
、

失
業
な
き
労
働
移
動
を
通
じ
た
労
働
力
配
分

を
行
い
、
技
術
進
歩
を
活
か
し
て
労
働
生
産

性
の
上
昇
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
」
な

ど
と
強
調
し
て
い
る
。

多
様
な
人
材
の
確
保
、
能
力
・
資
質

を
高
め
る
人
材
育
成
体
系
が
重
要

　

第
二
章
で
は
製
造
業
に
注
目
し
、「
良
質
な

雇
用
の
場
を
提
供
し
、
地
域
の
雇
用
を
支
え
、

輸
出
に
よ
っ
て
全
産
業
に
ま
た
が
る
雇
用
を

創
出
す
る
な
ど
日
本
経
済
に
果
た
す
役
割
は

大
き
い
」（
図
２
）
と
し
な
が
ら
も
、「
製
造
技

術
の
変
化
に
よ
り
、
日
本
製
造
業
の
強
み
で

あ
る
『
す
り
あ
わ
せ
』
の
付
加
価
値
が
減
少

し
、
モ
ジ
ュ
ー
ル
化

し
た
組
立
工
程
は
海

外
に
移
転
。
一
方
で

欧
米
企
業
は
知
財
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
を
駆
使

し
、
利
益
を
あ
げ
て

い
る
」
な
ど
と
そ
の

課
題
に
言
及
し
て
い

る
。

　

こ
う
し
た
な
か
、

研
究
開
発
拠
点
を
海

外
に
設
置
す
る
動
き

が
あ
り
つ
つ
も
、
技

術
流
出
等
を
嫌
い
、

新
規
設
備
投
資
は
国

内
を
検
討
す
る
企
業

が
増
加
し
て
い
る
と

し
、「
日
本
が
マ
ザ
ー

工
場
（
海
外
市
場
向

け
の
技
術
・
技
能
を

国
内
で
育
成
、
蓄
積

す
る
機
能
を
有
す
る

拠
点
工
場
）
と
し
て

の
役
割
を
果
た
し
得

る
た
め
、
海
外
拠
点

に
派
遣
す
る
中
核
的

人
材
の
育
成
が
必
要

で
あ
る
」「
新
産
業
分

野
へ
の
参
入
等
を
通

じ
て
付
加
価
値
の
創

出
を
図
る
と
と
も
に
、

人
材
の
能
力
・
資
質
を
高
め
る
育
成
体
系
、人

材
の
多
様
性
を
背
景
に
し
た
競
争
力
の
確
保

も
重
要
で
あ
る
」（
図
３
）
と
提
起
し
て
い
る
。

ト
ピ
ッ
ク
ス

労
働
経
済
白
書

1

競
争
力
を
支
え
る
人
材
力
の
強
化
が
必
要

図１　産業別就業者構成割合の推移
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資料出所：総務省統計局「国勢調査」（1950 ～ 2010 年）、「労働力調査」（2012 年）をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成
（注）１）	1995 年、2000 年及び 2005 年は、総務省統計局による抽出詳細集計に基づく推計、集計である。1990 年までとは産業の表章が異なっ

ており、接合は行えない。
　　　２）	1995 年以降の運輸業には郵便業を含み、金融・保険業、不動産業には物品賃貸業を含む。また、飲食店、宿泊業は宿泊業、飲食サー

ビス業としている。
　　　３）	1990 年までの卸売・小売業には飲食店を含む。
　　　４）	2010 年は「労働者派遣事業所の派遣社員」を派遣先の産業に分類していることから、派遣元であるその他のサービス業に分類してい

る他の年との比較には注意を要する。
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『
多
様
な
働
き
方
』の
選
択
肢
の
整
備
を

　

白
書
の
第
三
章
で
は
、
競
争
力
強
化
の
源

泉
と
な
る
人
材
の
活
用
の
あ
り
方
に
つ
い
て
、

新
規
学
卒
採
用
に
お
い
て
企
業
が
求
め
る
人

材
等
と
と
も
に
非
正
規
雇
用
の
実
態
を
分
析

し
て
い
る
。

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
一
九
八
五
年
か
ら
二
〇

一
〇
年
ま
で
の
間
、
正
規
雇
用
が
減
少
し
て

い
な
い
一
方
、
労
働
需
要
側
の
人
件
費
コ
ス

ト
の
節
約
、
仕
事
の
繁
閑
へ
の
対
応
等
の
た

め
、
多
く
の
産
業
で
非
正
規
雇
用
労
働
者
が

増
加
し
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
比
率
が
上
昇

し
た
（
図
４
）。
企
業
に
お
け
る
非
正
規
雇

用
の
活
用
が
多
様
化
す
る
な
か
、
総
じ
て
基

幹
化
・
戦
力
化
の
動
き
が
み
ら
れ
る
が
、
今

後
、
正
社
員
比
率
を
高
め
る
企
業
の
割
合
は
、

非
正
社
員
比
率
を
高
め
る
企
業
の
割
合
を
上

回
っ
て
い
る
と
い
う
。

　

ま
た
、
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
多
く
は
有

期
契
約
労
働
者
で
あ
る
。
雇
用
者
に
占
め
る

有
期
契
約
労
働
者
の
割
合
は
二
八
％
だ
が
、

今
後
、よ
り
多
く
の
有
期
契
約
労
働
者
の
無
期

雇
用
へ
の
移
行
が
期
待
さ
れ
る
。

　

白
書
で
は
、
厳
し
い
雇
用
情
勢
の
中
で
や

む
を
得
ず
非
正
規
雇
用
労
働
者
と
な
っ
た
者

も
み
ら
れ
る
と
し
て
、「
不
本
意
非
正
規
や
正

社
員
を
希
望
す
る
非
正
規
雇
用
労
働
者
な
ど
、

よ
り
支
援
の
必
要
性
の
高
い
者
に
焦
点
を
当

て
な
が
ら
、
適
切
な
能
力
開
発
の
機
会
の
提

供
等
を
通
じ
て
、
雇
用
の
安
定
や
処
遇
改
善

を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
」
と
し

て
い
る
（
図
５
）。

　

ま
た
、「
企
業
に
と
っ
て
は
従
業
員
の
モ
チ

ベ
ー
シ
ョ
ン
向
上
や
人
材
の
確
保
・
定
着
を

通
じ
た
生
産
性
の
向
上
、
労
働
者
に
と
っ
て

は
非
正
規
雇
用
労
働
者
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
、

よ
り
安
定
的
な
雇
用
と
い
っ
た
観
点
か
ら
、

『
多
様
な
働
き
方
』
の
選
択
肢
を
整
備
し
、

成
長
を
通
じ
た
雇
用
・
所
得
の
増
大
に
つ
な

げ
る
べ
き
で
あ
る｣

と
強
調
し
て
い
る
。

◆　
　
　

◆　
　
　

◆

　

こ
う
し
た
分
析
を
踏
ま
え
、
白
書
は
「
雇

用
・
所
得
の
拡
大
を
含
む
経
済
の『
好
循
環
』

を
実
現
す
る
た
め
、
企
業
と
労
働
者
の
双
方

が
構
造
変
化
に
対
応
し
、
競
争
力
と
人
材
力

を
強
化
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
」
で
あ
り
、

「
我
が
国
最
大
の
資
源
で
あ
る
人
材
が
能
力

を
発
揮
し
、『
全
員
参
加
の
社
会
』
を
構
築
す

る
こ
と
が
重
要
」
で
あ
る
と
提
言
す
る
。
そ

し
て
そ
の
中
で
は
、「
政
労
使
の
連
携
の
下
、

失
業
な
き
労
働
移
動
や
多
様
な
働
き
方
の
実

現
と
い
っ
た
『
成
長
の
た
め
の
労
働
政
策
』

を
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
」
な
ど
と
し

て
い
る
。

（
調
査
・
解
析
部
）

図３　製造業の競争力の源泉 図２　輸出による雇用創出効果
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資料出所：総務省統計局「平成７－12－17年産業連関表」を
もとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて作成

資料出所：	（独）労働政策研究・研修機構「構造変化の中での企業経営と
人材のあり方に関する調査」（2013 年 2月）

図５　雇用者の内訳

資料出所：厚生労働省「平成 23年有期労働契約に関する実態調査」「就業
形態の多様化に関する総合実態調査」（2010 年）、総務省統計
局「労働力調査（詳細集計）」をもとに厚生労働省労働政策担
当参事官室にて作成
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図４　雇用形態別にみた雇用者の推移

資料出所：総務省統計局「労働力調査（特別調査）」（2月調査、
1995 年まで）、「労働力調査（詳細集計）」（年平均、
2005 年以降）

（注）１）［	］は非正規の職員・従業員の、役員を除く雇用者に
占める割合である。

　　　２）2005 年以降の実数及び割合は 2010 年国勢調査の
確定人口に基づく推計人口（新基準）で遡及集計
した数値を用いている。

　　　３）雇用形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。
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